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～H15 年観測

工（H12 年
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Ⅱ 評価項目 

１ 社会経済情勢の変化 

（１）社会経済情勢の変化 

１）人口・世帯数の推移 

旧大岡村・信州新町における平成22年の総人口は6,046人であり、平成２年の8,896

人と比較すると32％減少しているが、長野県においては平成12年まで３％増加し、以

降平成22年まで３％減に転じている。 

また、平成22年の総世帯数は2,438世帯で、平成２年の2,853世帯と比較すると15％

減少しているが、長野県においては20％増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）産業別就業人口の動向 

旧大岡村・信州新町における平成22年の産業別就業人口の総数は3,083人であり、

平成２年の5,256人と比較すると41％減少しており、長野県においても７％減少して

いる。また、平成22年の第一次産業の占める割合は19％で、長野県の９％を大きく上

回っている。 
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【旧大岡村・信州新町】 【長野県】 

図Ⅱ-1-1 人口・世帯数の推移 

出典：国勢調査(総務省統計局) 

【旧大岡村・信州新町】 【長野県】 

図Ⅱ-1-2 産業別就業者人口割合の推移 

出典：国勢調査(総務省統計局) 
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（２）地域農業の動向 

１）土地利用の状況  

旧大岡村・信州新町における平成22年の耕地面積は269haであり、平成２年の576ha

と比較すると53％減少しており、長野県においても34％減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）農家数及び専兼業別農家数 

旧大岡村・信州新町における平成22年の総農家数は1,050戸であり、平成２年の

1,656戸と比較すると37％減少しており、長野県においても28％減少している。また、

専兼業別農家数の構成比を比較すると旧大岡村・信州新町では専業農家が13％から

18％に、自給的農家が39％から57％にそれぞれ増加し、第二種兼業農家が41％から

23％に減少するなど二極化の傾向にあり、長野県においても同様の傾向にある。 
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【旧大岡村・信州新町】 【長野県】 

図Ⅱ-1-3 耕地面積の推移  

出典：長野農林水産統計年報(関東農政局長野農政事務所) 
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図Ⅱ-1-4 専兼業別農家数の推移   

出典：農業センサス長野県統計書(農林水産省大臣官房統計部) 

【旧大岡村・信州新町】 【長野県】 
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平成22年の農
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２ 事業により整備された施設の管理状況 

（１）管理・監視体制 

本事業が概成した地すべり防止区域については、管理者である長野県

から長野市へ管理委託を行っており、区域（塩本、平清水、中原、池田、

日方、一倉田和）毎に定められた地すべり巡視員により区域内の監視・

点検活動を行っている。 

なお、本６区域の地すべり巡視員は本事業実施当時の推進協議会のメ

ンバーが巡視員となり、現在に至っている。 

このような地域住民との連携による日常的な監視・点検を行うことで、

いち早く地すべり変状を把握し、県や市町村による、地すべりを防止する

ための調査・対策工事や区域の安全を確保するための応急対策へと繋げて

いく体制が築かれている。 

図Ⅱ-2-1 管理体制のフロー 出典：長野県調べ 

 

管理者         直営管理  （1）変状が見られる箇所の観測 

（知事）                 （2）職員の直営による軽微な修繕や安全対策 

※長野地方事務           （3）県の単独事業等を活用した、対策工事や施設補修 

所長に委任 

                      （委託）      （委嘱） 

            委託管理    長野市長     巡視員  

 

図Ⅱ-2-2 連絡体制のフロー 出典：長野県調べ 

  

 管理者   月例報告 長野市長  月例報告  巡視員 

 （知事）                   

                 緊急通報 

                 

（２）巡視員の業務内容 

１）地すべり、地割れ及び不等沈下等地すべりの発生が予測される兆候の発

見 

２）地すべり防止施設の亀裂、破損及び老朽箇所の発見 

３）地すべり防止法第18条の規定による行為の制限に関する行為者の発見 

４）排水路等への土砂流入物の除去及び清掃 

５）地すべり防止施設の維持保全のための軽易な修繕 

６）その他必要な応急処置 
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（３）施設点検・維持管理の状況 

本地区については平成 17 年度の事業完了から 7 年経過しているが、施

設の状態は概ね良好であり目立った変状は発生していない。小規模な畦

畔崩落等の発生が一部で見られる、また、豪雨により小規模な畦畔の抜

け等の発生が見られるが、いずれも地すべり性の変状では無い。 

なお、平成 21 年 6 月 23 日池田区域においてふとん篭工の上部斜面が

幅 25ｍ高さ 10ｍに渡り崩落したことから（流出土砂の撤去のみ、地すべ

り防止施設及び周辺の土地等への被害なし）、平成 21年度及び 22年度に、

県単独事業により湧水処理及び土止工を実施し、現在は安定した状態を

保っている。 

 

（４）過去５ヶ年の維持管理費 

１）日常的な管理費用の推移 

① 長野県直営分 

（単位：千円）
年度

区域名

塩　本 144 144

日　方 16 16 32

計 16 0 16 0 144 176

計H18 H19 H20 H21 H22

 

（塩本）排水路 水槽工縞鋼板蓋盗難に伴う調査・安全対策 （県及び市職員） 
〔調査：４人×６時間×@2,000 円≒48 千円、安全対策：6 人×8 時間×@2,000 円≒96 千円計 144 千円〕 

（日方）南沢 2 号集水井の排水パイプのゴミ除去 〔2 人×4 時間×@2,000 円≒16 千円〕 

 

 

 

② 長野市委託分（地すべり防止施設等管理委託費） 

（単位：千円）
年度

区域名

平清水 78 71 71 48 48 316

塩　本 159 145 145 98 98 645

池　田 96 88 88 59 59 390

日　方 96 88 88 59 59 390

中　原 78 71 71 48 48 316

一倉田和 141 129 129 87 87 573

計 648 592 592 399 399 2,630

計H18 H19 H20 H21 H22

 

 

 

表Ⅱ-2-3 長野県直営管理費の動向 

 出典：長野県調べ 

表Ⅱ-2-4 長野市委託分（地すべり防止施設等管理委託費）の動向 

 出典：長野県調べ 
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２）池田区域崩落対策経費 

（単位：千円）
年度

区分

県単独 1,648.5 2,803.5 4,452

市単独 257.2 257

計 0 0 0 1,905.7 2,803.5 4,709

計H18 H19 H20 H21 H22

    

県単独：湧水処理及び土止工整備 

市単独：応急の土砂撤去工等（事業費は長野市からの聞き取りによる） 

 表Ⅱ-2-5 池田区域崩落対策経費年度別経費 

 出典：長野県調べ 
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